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代 表 者 役 職 名 取 締 役 社 長 氏 名 鈴 木 　 俊 弘
問合せ先責任者 役 職 名 専 務 取 締 役

氏 名 佐 藤 　 肇 Ｔ Ｅ Ｌ (     )054 263－1111
決 算 取 締 役 会 開 催 日 平 成 19年  4月 12日 配 当 支 払 開 始 予 定 日 平 成 19年  5月 25日
定 時 株 主 総 会 開 催 日 平 成 19年  5月 24日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元   100株）

1. 19年 2月期の業績（平成18年 3月 1日～平成19年 2月28日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 2月期       45,966    13.2       6,287    42.9       7,115    42.8

18年 2月期       40,615     3.6       4,398    24.3       4,981    34.1

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 自 己 資 本 総 資 産 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
19年 2月期        4,630    50.3         86.56         86.33     9.9    12.7    15.5

18年 2月期        3,081    63.4         56.80         56.67     7.0     9.5    12.3

(注 )1.期中平均株式数 19年 2月期     53,495,789株 18年 2月期     53,353,205株
2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

19年 2月期       58,821      48,410     82.3         903.99

18年 2月期       53,544      45,170     84.4         844.25

(注 )1.期末発行済株式数 19年 2月期     53,551,690株 18年 2月期     53,442,704株
2.期末自己株式数 19年 2月期        981,544株      1,090,530株18年 2月期

2. 20年 2月期の業績予想 （平成19年 3月 1日～平成20年 2月29日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
中 間 期       22,900       3,900       2,400

通 期       47,700       7,800       5,100

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          95円 24銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 ) 配当金総額 配当性向 純資産
(百万円) (%) 配当率(%)中 間 期 末 期 末 年 間

9.00 12.00 21.00 1,121    37.0    2.518年 2月期
14.00 18.00 32.00 1,712    37.0    3.719年 2月期
21.00 21.00 42.0020年 2月期(予 想 )

(注 )1 9年  2月 期 期末配当金の内訳 記念配当 － 円 銭 特別配当 － 円 銭－ －

※ 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。 業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 発 表 日 現 在 の
  情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 不 確 定 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な
  る 場 合 が あ り ま す 。 な お 、 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 は 添 付 資 料 の ８ ペ ー ジ を ご 参 照 下 さ い 。
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(1)貸借対照表                                        (単位 千円未満切捨て) 

第82期 

(平成19年２月28日) 

第81期 

(平成18年２月28日) 期別 
科目 

金額 構成比 金額 構成比 

増減 

(資産の部) ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産   

現 金 及 び 預 金 6,951,061 6,098,719  852,341

受 取 手 形 1,133,399 1,562,514  △429,114

売 掛 金 11,413,434 9,475,573  1,937,860

有 価 証 券 998,813 21,000  977,813

商 品 259,977 204,296  55,681

製 品 3,259,931 2,807,171  452,759

原 材 料 607,947 695,819  △87,872

仕 掛 品 2,000,057 1,626,327  373,729

貯 蔵 品 147,875 153,941  △6,065

前 払 費 用 80,109 60,137  19,972

繰 延 税 金 資 産 818,551 643,157  175,394

短 期 貸 付 金 40,432 31,290  9,141

未 収 入 金 3,018,547 2,770,974  247,573

信 託 受 益 権 699,185 －  699,185

そ の 他 の 流 動 資 産 28,733 469,656  △440,923

貸 倒 引 当 金 △3,773 △3,671  △102

流 動 資 産 合 計 31,454,283 53.5 26,616,907 49.7 4,837,375

Ⅱ 固 定 資 産   

有 形 固 定 資 産   

建 物 3,449,613 3,653,710  △204,097

構 築 物 160,639 176,411  △15,772

機 械 及 び 装 置 2,053,449 1,971,282  82,167

車 輌 運 搬 具 13,251 10,665  2,586

工 具 器 具 備 品 1,503,781 1,406,738  97,042

土 地 2,273,112 2,272,701  410

建 設 仮 勘 定 － 3,672  △3,672

有 形 固 定 資 産 合 計 9,453,847 16.1 9,495,183 17.7 △41,335

無 形 固 定 資 産   

特 許 権 3,011 －  3,011

借 地 権 3,470 －  3,470

商 標 権 1,677 －  1,677

ソ フ ト ウ ェ ア 289,177 296,168  △6,991

電 話 加 入 権 13,946 13,946  －

施 設 利 用 権 255 359  △103

無 形 固 定 資 産 合 計 311,538 0.5 310,474 0.6 1,063

投 資 そ の 他 の 資 産   

投 資 有 価 証 券 3,442,981 3,332,166  110,814

関 係 会 社 株 式 2,773,496 2,769,896  3,600

出 資 金 － 5,000  △5,000

関 係 会 社 出 資 金 9,440,049 9,435,049  5,000

従 業 員 長 期 貸 付 金 7,499 9,980  △2,480

関係会社長期貸付金 896,500 919,500  △23,000

長 期 前 払 費 用 559,581 462,823  96,758

そ の 他 の 投 資 481,528 187,435  294,093

貸 倒 引 当 金 △221 △248  27

投資その他の資産合計 17,601,416 29.9 17,121,603 32.0 479,812

   固 定 資 産 合 計 27,366,802 46.5 26,927,261 50.3 439,540

資 産 合 計 58,821,086 100.0 53,544,169 100.0 5,276,916
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 (単位 千円未満切捨て) 

第82期 

(平成19年２月28日) 

第81期 

(平成18年２月28日) 期別 
科目 

金額 構成比 金額 構成比 

増減 

(負債の部) ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債    

買 掛 金 5,770,416 4,741,090  1,029,325

未 払 金 805,708 811,288  △5,580

未 払 法 人 税 等 1,700,307 940,532  759,774

未 払 費 用 236,356 221,076  15,279

前 受 金 248 39,594  △39,346

預 り 金 27,274 27,349  △74

賞 与 引 当 金 946,647 858,385  88,262

役 員 賞 与 引 当 金 70,000 －  70,000

流 動 負 債 合 計 9,556,958 16.2 7,639,317 14.2 1,917,641

Ⅱ 固 定 負 債    

役 員 退 職 引 当 金 230,753 247,448  △16,695

繰 延 税 金 負 債 612,456 487,186  125,269

そ の 他 の 固 定 負 債 10,592 －  10,592

固 定 負 債 合 計 853,802 1.5 734,635 1.4 119,166

負 債 合 計 10,410,760 17.7 8,373,952 15.6 2,036,807

(資本の部)     

Ⅰ 資 本 金 － － 12,721,939 23.8 △12,721,939

Ⅱ 資 本 剰 余 金   

資 本 準 備 金 － 13,876,517  △13,876,517

そ の 他 資 本 剰 余 金 － 32,730  △32,730

自己株式処分差益 － 32,730  △32,730

資 本 剰 余 金 合 計 － － 13,909,248 26.0 △13,909,248

Ⅲ 利 益 剰 余 金   

利 益 準 備 金 － 764,216  △764,216

任 意 積 立 金 － 10,594,168  △10,594,168

固定資産圧縮積立金 － 50,736  △50,736

別 途 積 立 金 － 10,543,432  △10,543,432

当 期 未 処 分 利 益 － 7,063,376  △7,063,376

利 益 剰 余 金 合 計 － － 18,421,762 34.4 △18,421,762

Ⅳ その他有価証券評価差額金 － － 931,390 1.7 △931,390

Ⅴ 自 己 株 式 － － △814,124 △1.5 814,124

資 本 合 計 － － 45,170,216 84.4 △45,170,216

負 債 及 び 資 本 合 計 － － 53,544,169 100.0 △53,544,169
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(単位 千円未満切捨て) 

第82期 

(平成19年２月28日) 

第81期 

(平成18年２月28日) 期別 
科目 

金額 構成比 金額 構成比 

増減 

 (純資産の部) ％  ％ 

Ⅰ 株 主 資 本   

資 本 金 12,721,939 21.6 － － 12,721,939

資 本 剰 余 金   

資 本 準 備 金 13,876,517 －  13,876,517

そ の 他 資 本 剰 余 金 61,042 －  61,042

資 本 剰 余 金 合 計 13,937,559 23.7 － － 13,937,559

利 益 剰 余 金   

利 益 準 備 金 764,216 －  764,216

そ の 他 利 益 剰 余 金   

固定資産圧縮積立金 45,109 －  45,109

別 途 積 立 金 10,543,432 －  10,543,432

繰 越 利 益 剰 余 金 10,258,543 －  10,258,543

利 益 剰 余 金 合 計 21,611,302 36.7 － － 21,611,302

自 己 株 式 △777,550 △1.3 － － △777,550

株 主 資 本 合 計 47,493,251 80.7 － － 47,493,251

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等   

その他有価証券評価差額金 917,073 1.6 － － 917,073

 評価・換算差額等合計 917,073 1.6 － － 917,073

 純 資 産 合 計 48,410,325 82.3 － － 48,410,325

 負 債 純 資 産 合 計 58,821,086 100.0 － － 58,821,086
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(2)損益計算書                                (単位 千円未満切捨て) 

第82期 

(自 平成18年３月１日 

至 平成19年２月28日) 

第81期 

 (自 平成17年３月１日 

至 平成18年２月28日) 

増減  期別 
 

科目 
金額 百分比 金額 百分比 金額 伸び率

  ％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高 45,966,084 100.0 40,615,007 100.0 5,351,076 13.2

Ⅱ 売 上 原 価 31,001,250 67.4 28,211,532 69.5 2,789,717 9.9

 売 上 総 利 益 14,964,833 32.6 12,403,475 30.5 2,561,358 20.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 8,677,421 18.9 8,004,922 19.7 672,499 8.4

 営 業 利 益 6,287,412 13.7 4,398,553 10.8 1,888,859 42.9

Ⅳ 営 業 外 収 益 1,040,858 2.3 843,880 2.1 196,977

 受 取 利 息 20,808 11,970  8,838

 有 価 証 券 利 息 11,205 2,065  9,139

 受 取 配 当 金 660,536 470,792  189,744

 賃 貸 収 入 99,910 91,525  8,385

 技 術 指 導 料 収 入 85,266 80,844  4,422

 特 許 収 入 105,719 136,621  △30,901

 雑 収 入 57,411 50,061  7,349

Ⅴ 営 業 外 費 用 212,594 0.5 260,994 0.6 △48,399

 支 払 利 息 及 び 割 引 料 － 504  △504

 為 替 差 損 147,078 207,796  △60,718

 賃 貸 収 入 原 価 62,546 50,947  11,599

 雑 損 失 2,969 1,745  1,224

 経 常 利 益 7,115,675 15.5 4,981,439 12.3 2,134,236 42.8

Ⅵ 特 別 利 益 78,653 0.2 123,023 0.3 △44,370

 固 定 資 産 売 却 益 6,029 100,124  △94,094

 有 価 証 券 売 却 益 2,796 20,233  △17,437

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 69,827 2,665  67,162

Ⅶ 特 別 損 失 82,284 0.2 390,359 1.0 △308,074

 固 定 資 産 処 分 損 82,284 288,589  △206,305

 減 損 損 失 － 101,769  △101,769

 税 引 前 当 期 純 利 益 7,112,044 15.5 4,714,103 11.6 2,397,940 50.9

 法人税、住民税及び事業税 2,521,918 1,509,000  1,012,918

 法 人 税 等 調 整 額 △40,678 123,455  △164,133

 当 期 純 利 益 4,630,804 10.1 3,081,648 7.6 1,549,155 50.3

 前 期 繰 越 利 益 － 4,462,006  

 中 間 配 当 額 － 480,278  

 当 期 未 処 分 利 益 － 7,063,376  
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(3)利益処分計算書                 (単位 千円未満切捨て) 

 
第81期 

(平成18年５月25日) 

( 当 期 未 処 分 利 益 の 処 分 ) 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 7,063,376 

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額  

 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 2,721 

合 計 7,066,097 

Ⅲ 利 益 処 分 額  

利 益 配 当 金 641,312 

役 員 賞 与 金 51,000 

（うち監査役分）   （3,000） 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益 6,373,785 

(その他資本剰余金の処分) 

Ⅰ そ の 他 資 本 剰 余 金 32,730 

Ⅱ そ の 他 資 本 剰 余 金 次 期 繰 越 額 32,730 
 

（注）１. 固定資産圧縮積立金取崩額は、租税特別措置法に基づくものであり税効果会計適用後の金額であります。 

      ２. 日付は株主総会承認日であります。 
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(4)株主資本等変動計算書 
当事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日)                     (単位 千円未満切捨て) 

 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金

資本剰余金

合計 
利益準備金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金 

繰越利益

剰余金 

利益剰余金

合計 

平成18年２月28日 残高 12,721,939 13,876,517 32,730 13,909,248 764,216 50,736 10,543,432 7,063,376 18,421,762

事業年度中の変動額    

剰余金の配当    △1,390,264 △1,390,264

役員賞与金の支給    △51,000 △51,000

当期純利益    4,630,804 4,630,804

固定資産圧縮積立金の 

取り崩し(前期分) 
  △2,721  2,721 －

固定資産圧縮積立金の 

取り崩し(当期分) 
  △2,904  2,904 －

自己株式の取得    

自己株式の処分   28,311 28,311  

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
   

事業年度中の変動額合計 － － 28,311 28,311 － △5,626 － 3,195,166 3,189,540

平成19年２月28日 残高 12,721,939 13,876,517 61,042 13,937,559 764,216 45,109 10,543,432 10,258,543 21,611,302

株主資本 
評価・ 

換算差額等

 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券

評価差額金

純資産合計

平成18年２月28日 残高 △814,124 44,238,825 931,390 45,170,216

事業年度中の変動額   

剰余金の配当  △1,390,264 △1,390,264

役員賞与金の支給  △51,000 △51,000

当期純利益  4,630,804 4,630,804

固定資産圧縮積立金の 

取り崩し(前期分) 
 － －

固定資産圧縮積立金の 

取り崩し(当期分) 
 － －

自己株式の取得 △74,396 △74,396 △74,396

自己株式の処分 110,969 139,281 139,281

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
  △14,317 △14,317

事業年度中の変動額合計 36,573 3,254,426 △14,317 3,240,108

平成19年２月28日 残高 △777,550 47,493,251 917,073 48,410,325

36



ファイル名:82期個別短信.doc 更新日時:4/9/2007 6:25 PM 印刷日時:07/04/10 10:59 

重要な会計方針 
 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

（1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

（2）その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により 

算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

 時価法 

 

３. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（1）製品・仕掛品 

    総平均法による原価法 

（2）原材料 

    移動平均法による原価法 

（3）商品・貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

   定率法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物     15～47年 

     機械及び装置   10年 

    工具器具備品 ２～15年 

（2）無形固定資産 

   定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法 

（3）長期前払費用 

   定額法 

 

５．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

   従業員等に対し支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準(将来の支給見込額のうちの当期負担分を算出す

る方法)により計上しております。 

（3）役員賞与引当金 

   役員に対し支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（4）役員退職引当金 

   役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

（5）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

   数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(14年)による定額法により、

翌期から費用処理することとしております。 

過去勤務債務については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(14年)による定額法により費用処

理しております。 

なお、前払年金費用が投資その他の資産に計上されているため、退職給付引当金は計上されておりません。 

 

６．リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 
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会計処理方法の変更 
 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は48,410,325千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。 
 

役員賞与に関する会計基準 

当期より、「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号)を適用して

おります。この結果、販売費及び一般管理費が70,000千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が

70,000千円減少しております。 
 

表示方法の変更 
 

第82期 

（平成19年２月28日） 

第81期 

（平成18年２月28日） 

(貸借対照表関係)  

前期まで流動資産の「その他の流動資産」に含めて表

示していた「信託受益権」は、資産の総額の100分の

１を超えることになったため区分掲記しております。

                    

なお、前期の流動資産の「その他の流動資産」に含ま

れる「信託受益権」は399,529千円であります。 

 

 

注記事項 
 
（貸借対照表関係） 

第82期 

（平成19年２月28日） 

第81期 

（平成18年２月28日） 

1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産の減価償却累計額 

  24,292,530 千円  23,885,229 千円 

                    2.会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

   会社が発行する株式の総数  

   普通株式 158,000,000 株 

  

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場

合には、会社が発行する株式数についてこれに相当

する株式数を減ずることとなっております。 

   発行済株式の総数  

   普通株式 54,533,234 株 

                    3.自己株式 

 
当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,090,530

株であります。 

2.関係会社に関する項目 4.関係会社に関する項目 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。 

 売掛金 7,655,715 千円 売掛金 5,459,402 千円 

 未収入金 2,101,759  未収入金 2,130,876  

 買掛金 1,725,933  買掛金 1,512,344  

3.偶発債務                     

保証予約  

関係会社の金融機関からの借入金に対し保証予約を

行っております。 

 

 スターアジアテクノロジー・LTD 67,500 千円   

                    5.配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産が931,390千円増

加しております。なお、当該金額は商法施行規則第

124条第３号の規定により、配当金に充当することが

制限されております。 
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（損益計算書関係） 

第82期 

（自 平成18年３月１日 

  至 平成19年２月28日） 

第81期 

（自 平成17年３月１日 

  至 平成18年２月28日） 

1.関係会社に関する項目 1.関係会社に関する項目 

 製品売上高 25,038,269 千円 製品売上高 19,484,729 千円 

 商品売上高 1,183,071  商品売上高 837,104  

 仕入高（材料費等） 16,700,874  仕入高（材料費等） 15,356,318  

 受取配当金 616,302  受取配当金 437,282  

 賃貸収入 99,910  賃貸収入 91,525  

 技術指導料収入 85,266  技術指導料収入 80,844  

2.固定資産売却益の内訳 2.固定資産売却益の内訳 

 機械及び装置他 6,029 千円 土地 89,318 千円 

   機械及び装置他 10,806  

   合計 100,124  

3.固定資産処分損の内訳 3.固定資産処分損の内訳 

 建物 22,866 千円 建物 124,095 千円 

 機械及び装置 21,035  機械及び装置 74,083  

 工具器具備品他 38,382  工具器具備品他 90,411  

 合計 82,284  合計 288,589  

4.販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費  4.当期の一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、 

2,145,084 千円 
 

2,192,140千円であります。 

                    5.減損損失 

 (1)減損損失を認識した資産グループ 

場所 用途 種類   減損損失 

北海道石狩市 遊休資産 土地  101,769千円

(2)資産のグルーピングの方法 

当社では、継続的に損益の把握を実施している管

理会計上の単位である事業グループ別にグルーピン

グを行っております。ただし、将来の使用が見込ま

れていない遊休資産などは、個別の資産グループと

して取り扱っております。 

(3)減損損失の認識に至った経緯 

事業の用に供していない遊休資産グループのう

ち、市場価格が帳簿価額に対して著しく下落した資

産について減損損失を認識しました。 

(4)回収可能価額の算定 

遊休資産グループの回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、不動産鑑定士より入手した鑑

定評価額により評価しております。 

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末 

株式数(株) 

当事業年度 

増加株式数(株) 

当事業年度 

減少株式数(株) 

当事業年度末 

株式数(株) 

普通株式 1,090,530 33,322 142,308 981,544

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加 33,322株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少 142,308株は、単元未満株式の買増請求によるもの 1,308株、ストック・

オプション行使によるもの 141,000株であります。 
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（リース取引関係） 

EDINETによる開示を行うため、記載を省略しております。 

 

 

（有価証券関係） 

前事業年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日)及び当事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19

年２月28日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

（税効果会計関係） 

第82期 
（平成19年２月28日） 

第81期 
（平成18年２月28日） 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (流動の部)  (流動の部)  

 繰延税金資産  繰延税金資産  

 賞与引当金 376,292 千円 賞与引当金 341,208 千円

 たな卸資産評価損 182,164  たな卸資産評価損 128,929  

 未払事業税 167,126  未払事業税 100,106  

 その他 92,968  その他 72,912  

 繰延税金資産合計 818,551  繰延税金資産合計 643,157  

 繰延税金資産の純額 818,551  繰延税金資産の純額 643,157  

 (固定の部)  (固定の部)  

 繰延税金資産  繰延税金資産  

 関係会社株式評価損 418,370 千円 関係会社株式評価損 418,370 千円

 投資有価証券評価損 157,418  投資有価証券評価損 157,418  

 減価償却費 112,679  役員退職引当金 98,360  

 役員退職引当金 91,724  減価償却費 97,453  

 その他 184,388  その他 198,567  

 繰延税金資産小計 964,580  繰延税金資産小計 970,171  

 評価性引当額 △721,662  評価性引当額 △629,938  

 繰延税金資産合計 242,917  繰延税金資産合計 340,233  

 繰延税金負債  繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 605,040  その他有価証券評価差額金 614,486  

 前払年金費用 220,572  前払年金費用 181,256  

 固定資産圧縮積立金 29,761  固定資産圧縮積立金 31,677  

 繰延税金負債合計 855,374  繰延税金負債合計 827,419  

 繰延税金負債の純額 612,456  繰延税金負債の純額 487,186  

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率 39.8 ％ 法定実効税率 39.8 ％

 (調整)  (調整)  

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5 ％ 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 ％

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1 ％ 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.2 ％

 試験研究費特別控除 △2.4 ％ 試験研究費特別控除 △3.9 ％

 外国税額控除 △4.3 ％ その他 △1.3 ％

 その他 1.4 ％ 税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.6 ％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.9 ％   
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（１株当たり情報） 

 

第82期 

(自 平成18年３月１日 

至 平成19年２月28日) 

第81期 

(自 平成17年３月１日 

至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 903円99銭 844円25銭 

１株当たり当期純利益 86円56銭 56円80銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 86円33銭 56円67銭 

(注)１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 第82期 

(自 平成18年３月１日 

至 平成19年２月28日) 

第81期 

(自 平成17年３月１日 

至 平成18年２月28日) 

１株当たり当期純利益   

当期純利益(千円) 4,630,804 3,081,648 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― 51,000 

(うち利益処分による役員賞与金) (―) (51,000) 

普通株式に係る当期純利益(千円) 4,630,804 3,030,648 

普通株式の期中平均株式数(株) 53,495,789 53,353,205 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額(千円) ― ― 

普通株式増加数(株) 143,804 125,334 

(うち新株予約権) (143,804) (125,334) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めなか

った潜在株式の概要 
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役員の異動（平成 19 年５月 24 日付予定） 
 

1. 新任取締役候補 

取 締 役 コンポーネント事業部長 倉
くら

 前
まえ

  隆
たかし

 （現 コンポーネント事業部次長） 

 

2. 新任監査役候補 

監 査 役 （常 勤）
※ 澤

さわ

 田
だ

 博
ひろ

 行
ゆき

 
 
現 静銀ティーエム証券㈱取締役常務執行

役員 

 
3. 退任予定取締役 

取 締 役 コンポーネント事業部長

兼研究開発部担当 加
か

 藤
とう

 昌
まさ

 弘
ひろ

 
 
㈱ミクロ岳美・㈱ミクロ富士見 代表取締役
に就任予定 

取 締 役 メカニカル事業本部 
精密部品事業部長 鈴

すず

 木
き

 完
かん

 次
じ

 
 
㈱ミクロ菊川・㈱ミクロ札幌 代表取締役を
継続 

 
4. 退任予定監査役 

監 査 役 （非常勤）
※ 大

おお

 戸
ど

 宏
ひろ

 文
ふみ

  

 

5. 委嘱業務等変更 

常務取締役 
メカニカル事業本部長兼

同事業本部精密部品事業

部長兼研究開発部担当 
興
おき

 津
つ

 智
とも

 彦
ひこ

 

 
 
現 常務取締役 メカニカル事業本部長兼

同事業本部機械事業部長 

取 締 役 
メカニカル事業本部 
機械事業部長兼同事業部 
第一営業部長 

田
た

 中
なか

  博
ひろし

 

 
 
現 取締役 

メカニカル事業本部機械

事業部次長兼同事業部第

一営業部長 

監 査 役 （非常勤）
※ 伊

い

 東
とう

 勝
かつ

 治
じ

 （現 監査役（常 勤）） 

※いずれも社外監査役です。 

以上 
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